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平成 30 年 3 月 8 日 

 
各      位 

 
会 社 名  株式会社セブン&アイ・ホールディングス 
代表者名  代表取締役社長 井阪 隆一 
（コード番号 3382 東証第一部） 
問合せ先  取締役 常務執行役員 伊藤 順朗  
（TEL．03－6238－3000） 

 
小田急電鉄株式会社及び小田急商事株式会社との業務提携に関する基本合意のお知らせ 

 
当社は、小田急電鉄株式会社（以下、「小田急電鉄」といいます。）及び小田急電鉄の子会社である

小田急商事株式会社（以下、「小田急商事」といいます。）との間で、小田急商事が運営するスーパー

マーケット（SM）事業、駅構内売店事業、コンビニエンスストア（CVS）事業に関する業務提携（以

下、「本業務提携」といいます。）にかかる基本合意書を締結いたしましたので、以下の通りお知らせ

いたします。今後、各社間で詳細を協議のうえ、本業務提携に関する最終契約書を締結する予定です。 
 

記 
 
１．本業務提携の理由 

 当社グループは、国内外において 6 万店以上の店舗を展開する国内コンビニエンスストア事業、  

海外コンビニエンスストア事業、スーパーストア事業、百貨店事業、金融関連事業、専門店事業等、

あらゆるお客様のニーズにお応えする多様な事業を擁し、顧客サービスの向上、店舗網の拡充、商品

開発力・調達力、ブランド力の強化等に日々積極的に取り組んでおります。 
 
 小田急電鉄は、本年 3 月の複々線完成を大きな機会と捉え、ターミナル駅周辺再開発や既存事業の

強化等、沿線の魅力を高める施策を推進し、日本一暮らしやすい沿線を目指しております。沿線の  

魅力向上にあたっては、多様化する顧客ニーズへの対応が必要不可欠であり、なかでも、小田急電鉄

グループの流通事業の強化を重要な施策の一つとして認識しております。 
 
 かかる状況の下、当社グループにおいては、セブン‐イレブンの小田急電鉄沿線への出店拡大の  

推進及び集中的な事業展開によるドミナントの形成と、グループ SM 事業の強化を目的として相互に 

事業ノウハウを共有し、更なる事業発展を図ってまいります。小田急電鉄グループにおいては、小田

急商事の運営する SM 事業（Odakyu OX）において、当社グループの運営ノウハウを習得し、事業基

盤の強化・店舗網の拡大によるドミナント形成を図るとともに、駅構内売店・CVS 事業において、   

セブン‐イレブンのフランチャイズ店舗への転換を図ることで流通事業の強化を図ってまいります。 
これらを目的として、お互いに協業を推進していくことが両社グループの企業価値の向上に資する

と判断し、本日、当社、小田急電鉄及び小田急商事は本業務提携に関する基本合意書を締結するに  

至りました。 
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２．本業務提携の内容 

（１）SM 事業（Odakyu OX） 
・当社グループ、小田急商事間の人的交流を通じたオペレーション・教育ノウハウの共有、

マーチャンダイジング等の連携による、魅力ある店舗づくりの推進 
・当社グループのプライベートブランド商品「セブンプレミアム」等の Odakyu OX 各店舗

への導入の検討 
（２）駅構内売店事業・CVS 事業 

・駅構内売店（Odakyu SHOP）及び CVS 業態（Odakyu MART）の、セブン‐イレブン    

のフランチャイズ店舗への転換の推進 
（３）商品調達 

・物流機能の相互活用による効率化とコスト低減 
 
３．本提携の相手先の概要（平成 29 年 3 月 31 日時点）  
（１）小田急電鉄株式会社 
①  名 称 小田急電鉄株式会社 

②  所 在 地 
東京都渋谷区代々木 2 丁目 28 番 12 号 
東京都新宿区西新宿 1 丁目 8 番 3 号（本社事務所） 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 星野 晃司 
④ 事 業 内 容 鉄道事業、不動産業、その他事業 
⑤ 資 本 金 603 億 5 千 9 百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 
昭和 23 年 6 月 1 日 
（前身の小田原急行鉄道は大正 12 年 5 月 1 日設立） 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 
第一生命保険株式会社  
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
日本生命保険相互会社   

6.11％ 
5.86％ 
5.05％ 

⑧ 
当 社 と 当 該 会 社 
と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当はありません。 
人 的 関 係 該当はありません。 
取 引 関 係 該当はありません。 
関 連 当 事 者 へ の  

該 当 状 況 
該当はありません。 

⑨ 当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 
決算期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

 連 結 純 資 産 308,209 百万円 317,023 百万円 338,703 百万円 
 連 結 総 資 産 1,253,849 百万円 1,257,332 百万円 1,270,102 百万円 
 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 422 円 33 銭 867 円 85 銭 927 円 30 銭 
 連 結 営 業 収 益 518,715 百万円 529,812 百万円 523,031 百万円 
 連 結 営 業 利 益 49,858 百万円 52,934 百万円 49,946 百万円 
 連 結 経 常 利 益 44,098 百万円 45,695 百万円 46,638 百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

30,147 百万円 27,497 百万円 26,067 百万円 

 １株当たり連結当期純利益 41 円 80 銭 76 円 27 銭 72 円 31 銭 
 １ 株 当 た り 配 当 金 8.50 円 9.00 円 14.50 円 

 

（２）小田急商事株式会社 

①  名 称 小田急商事株式会社 

②  所 在 地 
東京都世田谷区経堂 2 丁目 1 番 33 号 
神奈川県川崎市麻生区万福寺 3 丁目 1 番 2 号（本社事務所） 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 藤波 教信 

④ 事 業 内 容 
スーパーマーケット、小田急線駅構内売店、コンビニエンススト

ア、各種専門店の経営、外販事業 
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⑤ 資 本 金 3 億 6 千万円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 38 年 8 月 30 日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 小田急電鉄株式会社（100％） 

 

４．日程 

  本業務提携に関する基本合意書の締結 平成 30 年 3 月 8 日 

今後は、各社間で詳細に関して協議を進め、平成 30 年 8 月までを目途として、最終契約の締結を

進めてまいります。 
 
５．今後の見通し 

  当社及び小田急電鉄の当期の連結業績に与える影響は軽微ですが、本業務提携は、中長期的に両

社の連結業績の向上に資するものであります。 
 

以 上 


